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序     文 

 

日本政府は、パラオ国政府の要請に基づき、技術協力プロジェクト「サンゴ礁モニタリ

ング能力向上プロジェクト」を実施することを決定しました。本プロジェクトは、平成14

年（2002年）10月より平成18年9月までの5年間、日本の無償資金協力により建設されたパ

ラオ国際サンゴ礁センター（以下、PICRC）の研究機能、啓発、教育機能の強化を図ること

を目的として同国で実施した「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」の後継案

件として位置付けられるものです。 

その実施に先立ち、当機構は、平成20年（2008年）11月24日から12月4日までの11日間に

わたり、当機構 国際協力専門員 千頭聡を団長とする詳細計画策定調査団を現地に派遣し、

PICRC関係者との協議及び現地調査を通して、プロジェクトの基本方針、内容、実施体制に

ついて検討し、PICRC関係者と合意した内容を、本報告書にまとめました。 

本報告書が、本プロジェクトの円滑かつ効果的な実施に役立つとともに、この技術協力

が両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待します。 

最後に、本調査にご協力とご支援をいただいた関係者の皆様に対し、心より感謝申し上

げます。 

 

 

平成21年7月 

 

独立行政法人 国際協力機構 

地球環境部 部長 中川 聞夫 
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PICRC 内水族館 水族館で啓蒙活動を実施するガイド 

  

ステークホルダーとの協議風景 海洋保護区での聞き取り調査 
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AIMS Australian Institution for Marine Science 豪州海洋科学研究所 

CI Conservation International ｺﾝｻﾍﾞｰｼｮﾝ・ｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ 

C/P Counterpart カウンターパート 

EQPB Environmental Quality Protection Board 環境品質保護審議会 

GEF Global Environment Facility 地球環境ファシリティ 

GIS Geographical Information System 地理情報システム 

ICRI International Coral Reef Initiative 国際サンゴ礁イニシアティブ 

MC Micronesia Challenge ミクロネシア・チャレンジ 

M/M Minutes of Meeting 協議議事録 

NGO Nongovernmental Organization 非政府組織 

NOAA National Oceanic and Atmospheric 

Administration 

米国海洋大気庁 

NPO Nonprofit Organization 非営利組織 

PALARIS Palau Automated Land and Resource Information 

System 

パラオ国土資源情報システム 

PAN Protected Areas Network 保護区ネットワーク 

PCS Palau Conservation Society パラオ保全協会 

PICRC Palau International Coral Reef Center パラオ国際サンゴ礁センター 
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TNC The Nature Conservancy ｻﾞ･ﾈｲﾁｬｰ･ｺﾝｻｰﾊﾞﾝｼｰ 
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事業事前評価表（技術協力プロジェクト） 

 

作成日：平成 21 年 4 月 7 日 

担当部：地球環境部森林・自然環境保全第一課 

1．案件名 

  パラオ国 「サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト」 

2．協力概要 

(1) プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本プロジェクトでは、パラオ国際サンゴ礁センター（以下、PICRC）の海洋保護区管理1に必要なモ

ニタリングに関する技術的能力を強化する。具体的には、海洋保護区のモニタリング2を支援する体制

を整備すると共に、海洋保護区のモニタリングに関する国際的イニシアティブやミクロネシア・チャレ

ンジ3（以下、MC）参加国・地域、関連機関・研究機関等との連携を強化する。  

(2) 協力期間 

2009 年 6 月～2012 年 5 月（3 年間） 

(3) 協力総額（日本側） 

2 億円 

(4) 協力相手先機関 

    パラオ国際サンゴ礁センター 

(5) 国内協力機関 

環境省 

(6) 裨益対象者及び規模、等 

【直接受益者】 

パラオ国際サンゴ礁センター（PICRC）職員 約 30 名 

パラオ海洋保護区関係者（パラオ国自然資源・環境・観光省 約 30 名、パラオ州政府、地域住民※） 

※パラオ州政府、地域住民の受益者概数に関してはプロジェクトサイト選定後に検討する。 

【間接受益者】 

MC 参加国・地域海洋保護区管理者 

3．協力の必要性・位置付け 

(1) 現状及び問題点 

大洋州では、伝統的に国民生活と経済活動が脆弱な自然環境に依存しているため、環境保全と開

発との調和が極めて重要である。また、大洋州は生物多様性が高く、希少種や絶滅危惧種、地域固

有種が陸地面積あたり最も多く分布している。特にパラオでは豊かな自然環境を利用した観光開発を

経済的発展の主軸として位置づけており、観光開発の大部分がサンゴ礁を利用した活動に依存して

                                                  
1
 パラオ保護区ネットワークの対象となる海洋保護区。モニタリングを含む保護区管理は自然資源・環境・観光省の責任

となっている。 
2
 モニタリングの対象は必然的に海洋保護区となるため、「海洋保護区のモニタリング」とした。具体的には海洋保護区内

のサンゴ礁、マングローブ、藻場等のモニタリングを想定。 
3
 パラオ政府の呼びかけによりミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国、米国グアム準州、北マリアナ諸島米国自治連

邦区が宣言した自然環境保全に関する包括的な共通目標。「陸域の 20%、近海域の 30%を効果的に保全する」という具体

的な目標を設定している。 
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いることから、国策としてサンゴ礁生態系を保全することが重要な課題となっている。近年では天然林

の農地への転換、破壊的な漁法、乱獲、社会基盤の急進などに加え、世界的な気候変動による影響

も相まってサンゴ礁生態系が危機に晒されつつある。 

日本政府はアジア・大洋州におけるサンゴ礁研究の拠点としてパラオ国に研究施設「パラオ国際サ

ンゴ礁センター（PICRC)」を無償資金協力により建設した。その背景には、1994 年 5 月、日米次官級会

合においてコモンアジェンダの新たな協力分野の一つに「サンゴ礁」が追加され、翌 1995 年 6 月に、我

が国政府がフィリピンで開催された「国際サンゴ礁イニシアティブ」（ICRI）会合において、「アジア・太平

洋地域におけるサンゴ礁研究の拠点としてパラオに研究センターを設置することを検討する」旨表明し

た経緯がある。PICRC の設立後、2002 年から 4 年間、JICA は PICRC の自立発展を目的に、技術協

力プロジェクト「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」を実施した。同プロジェクトでは長期専

門家（チーフアドバイザー、研究調整）の派遣に加え、サンゴ礁研究分野及び併設水族館の展示・運

営に関連する短期専門家（海洋生物学・生態学、GIS、リモートセンシング、水族館展示・運営・維持管

理等）の派遣、機材供与及び研修を通した活動により、研究機能の向上、水族館の自立的な運営が

達成された。また、環境教育に関する本邦研修・プログラムの実施により、啓発・教育機能が強化され

た。さらに、これらの投入と活動、PICRC の自助努力により、施設利用費、水族館売り上げなど自己収

入が増加し、組織面の強化が達成された。しかし、終了時評価ではプロジェクト終了後に実施すべき

提言として、サンゴ礁の保全と持続的利用に向け、保護区設定・評価等の政策に研究成果を反映させ

ること、またミクロネシア地域のハブ機関として PICRC のサンゴ礁モニタリング能力を引き続き向上す

ることが挙げられている。 

既にミクロネシア地域では、包括的な自然環境保全政策を目指した支援が、パラオ政府により呼び

かけられ、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国、米領グアム、北マリアナ諸島と共に「ミクロネシ

ア・チャレンジ（MC）」が宣言されている。宣言の中では｢陸域の 20%、近海域の 30%を効果的に保全す

る｣とした共通目標を設定している。パラオ国自然資源・環境・観光省は、この宣言を支援するために

保護区の効果的な運用と申請、指定に係るシステムの構築を目的とした「パラオ保護区ネットワーク

法（以下、PAN）」を定めているが、モニタリング手順の整備など、保護区を PAN に登録する体制が整

っていない。PICRC はサンゴ礁保全の観点から、同ネットワークの推進に必要なモニタリング技術につ

いて支援が求められている。サンゴ礁保全に結びつく海洋保護区の重要性は、サンゴ礁保全の国際

的枠組み“ICRI”（International Coral Reef Initiative）を始めとする生物多様性条約等においても広く認

識されている。このような状況の中で、PICRC としては海洋保護区の評価や新規設置に結びつくモニ

タリング手法に関する技術的能力を早急に強化する必要がある。 

 

(2) 相手国政府国家政策上の位置付け 

パラオ独立の際に締結された、米国との自由連合協定第 6 条 161 項（自然保護）と第 162 項（アセス

メントの実施と環境保護のための基準の設定義務）では、自然環境保全の取り組みが規定されてき

た。この中では、生態学的に持続可能な開発に資する取り組みとして、サンゴ礁の保全が挙げられて

いる。 

本案件のパラオ側の上位計画として、1996 年 4 月に策定された「パラオ国家マスター開発計画

2020」がある。この計画では、「自然環境と文化の保護に配慮した観光開発」、「海洋環境の保全と海

洋資源の適正利用の両立」及び「環境保護方法の改善に向けた研究・教育」を目標にしている。 

一方、PICRC 設立に当たっては、「PICRC 設置法」が定められており、PICRC の使命を「卓越した海
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洋研究・研修・教育活動の自立発展的な拠点を作り出すこと」としている。また、パラオ及び世界にお

ける海洋環境の管理・利用・保全に係る支援、観光スポットとしての役割を PICRC に課している。 

本プロジェクトで実施予定のモニタリングに関する技術的能力強化はこれらに資するものであり、パ

ラオ国の政策と合致している。 

 

(3) 我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け（プログラムにおける位置付け）

日本政府が 1997 年から 3 年ごとに開催する太平洋諸島国フォーラムのメンバー国 16 ヵ国と地域リ

ーダーとの定期的な協議「第 4 回太平洋・島サミット」が 2006 年 5 月に沖縄で開かれ、共同宣言「より

強く繁栄した太平洋地域のための沖縄パートナーシップ」が採択された。その中で、我が国は、地域協

力計画「パシフィックプラン」を踏まえた持続可能な開発を重点課題の一つとする支援策を発表した。

2009 年 5 月に開催される「第五回太平洋・島サミット」では、自然保護区管理能力強化が重点分野に

含まれる予定となっている。本プロジェクトはパラオの経済基盤となる自然資源の持続的な利用に資

するものであり、これらの支援策に合致する。 

また、我が国の「第三次生物多様性国家戦略（2007）」では「保護すべき重要なサンゴ礁生態系を海

洋保護区とし、そのネットワークを形成していくこと」を課題にあげ、具体的に、東アジア・太平洋地域に

おいて、海洋保護区ネットワークを形成することを目標にしている。本案件は海洋保護区のモニタリン

グに関するPICRCの技術的能力強化を通して、海洋保護区の新規設置・ネットワーク化に資する計画

内容となっており、我が国の経済協力政策に合致している。 

我が国は 2004 年 6 月にパラオと政策協議を行い、①環境、②観光、③漁業の 3 つを重点分野とし

た継続的な協力を合意しており、これらの分野は全て本プロジェクトと深い関係を有する。以上のこと

から、本プロジェクトは我が国の援助方針に整合している。 

また、2008 年度の JICA 国別事業実施計画では、援助重点分野として環境を挙げており、環境保全

が開発課題の一つとなっている。さらに、本プロジェクトは JICA ローリングプランにおいて「サンゴ礁保

全プログラム」に位置づけられている。 

 

(4) 他機関との連携 

特になし。 

4．協力の枠組み 

(1) 協力の目標（アウトカム） 

① 協力終了時の達成目標（プロジェクト目標）と指標・目標値 

注）指標の具体的数値に関しては、プロジェクト開始後、それぞれの指標に係る最新の情報を入手後に決定する。 

【プロジェクト目標】 

海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能力4が強化される。 

 

 

【指標】 

1. パラオ国内の海洋保護区○箇所で、PICRC の手順書に基づくモニタリングが実施される。 

                                                  
4 PICRC はパラオ保護区ネットワークのテクニカルコミッティ、ステアリングコミッティとして海洋保護区の設置や評価に関

して技術的な提言をすることが出来る。他方、域内では唯一のサンゴ礁研究機関として、生態モニタリングを中心とした保

護区管理に関する技術的支援が求められている。よって、技術的能力には、提言・支援能力が含まれる。 
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2. 海洋保護区のモニタリングにおける PICRC の制度的な役割5がパラオ政府の公文書に明記される。 

 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標）と指標・目標値 

【上位目標】 

PICRC の技術的能力が MC 参加国・地域において活用される。 

【指標】 

1.MC 参加国・地域の海洋保護区管理において、PICRC が取りまとめたモニタリング手順書が○ヵ国・

地域で活用される。 

2.PICRC が提出・発信したモニタリング・海洋保護区に関する情報が、MC○ヵ国・地域で利用される。 

 

(2) 成果（アウトプット）と活動 

【アウトプット 1】 

海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。 

【活動】 

1.1 PICRC が実施しているサンゴ礁生態系のモニタリング現状及び既存の海洋保護区の管理・保全状

況のレビューを行う。 

1.2 レビュー結果及び海洋保護区に関わる地域住民、行政機関の意向を踏まえ、モニタリング対象の

海洋保護区を選定する6 

1.3 対象保護区の地域住民及び州政府関係者に対して、モニタリング活動に関する意識啓発・知識等

の普及を行い、モニタリング活動への参加を促す。 

1.4 ICRI 等の国際基準及び国内基準を踏まえたモニタリング計画を作成する。 

1.5 策定されたモニタリング計画に従い、選定した海洋保護区でモニタリングを実施する。 

1.6 これらの活動に基づきモニタリングの手順書を作成する。 

【指標】 

1.1 海洋保護区の管理・保全状況に関する情報が更新される。 

1.2 モニタリング手順書がパラオ国自然資源・環境・観光省の定めるモニタリングプロトコールとして認

定される。 

 

【アウトプット 2】 

海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連機関・研究機関

等との連携が強化される。 

 

 

【活動】 

2.1 海洋保護区のモニタリングに基づく情報を国際的イニシアティブや内外の関係機関・研究機関等

                                                                                                                                                            
5 PICRC は組織設置上、サンゴ礁生態系に関する調査・意識開発を行う団体であるが、海洋保護区間のモニタリングに

おいては制度的な役割が明確となっていない。 
6
 モニタリングの結果を比較することを想定しつつ、C/P 機関の能力・体制を踏まえ、最低 2 箇所の海洋保護区を選定す

る。 
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へ定期的に提出する。 

2.2 モニタリングに基づく海洋保護区の現状を住民・旅行者・メディアに対して発信する。 

2.3 MC 参加国・地域に対するセミナー・ワークショップの開催を通じて、海洋保護区のモニタリング手

順書を普及する。 

 

【指標】 

2.1 国際的枠組み及び関連機関・研究機関の会議・ワークショップ等で、PICRC が○件以上発表を行う。 

2.2 海洋保護区に関する情報が広報媒体によって○回以上／年発信される。 

2.3 海洋保護区のモニタリングに関するセミナー・ワークショップが PICRC 主催で○回以上実施される。 

 

(3) 投入（インプット） 

① 日本側（総額 2 億円） 

 

【専門家】 

1. 長期専門家 

2 名：チーフアドバイザー、業務調整 

 2. 短期専門家 

以下の分野を数名：モニタリング計画、海洋保護区、IT/データベース 

【施設･機材】 

1. モニタリングに関する資機材 

2. 研修に関する資機材 

3. その他プロジェクトに必要な機材類 

【本邦研修員受入及び第三国研修】 

以下に関する研修プログラムを想定 

サンゴ礁保全/海洋保護区管理/サンゴ礁モニタリング/GIS/IT/情報発信 

 

② パラオ国側 

【カウンターパート】 

最高責任者/総務部門/調査部門/技術部門/水族館部門/教育部門 

【施設・資機材】 

1. プロジェクトに必要な土地、建物、設備 

2. 資機材の導入と保守に必要なインフラ設備・部屋 

3. JICA 専門家の執務室・設備 

4. その他必要性が合意された設備 

【プロジェクト活動費】 

プロジェクトの実施に必要な経費 

 

 

(4) 外部要因（満たされるべき外部条件） 

【前提条件】 
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PICRC の運営体制が維持される。 

【外部条件】 

1. プロジェクト目標達成のための外部条件 

 ・パラオ政府の海洋保護区管理政策に大幅な変化が生じない。 

2. 成果達成のための外部条件 

・モニタリングを担当するサンゴ礁センターの人員数が大きく減少しない。 

 

5．評価 5 項目による評価結果 

(1) 妥当性 

以下の理由により妥当性が高いと判断される。 

本案件はパラオの経済活動の基盤となるサンゴ礁の保全に資するものであり、パラオ国社会のニ

ーズと合致している。また、ミクロネシア地域では陸域の 20%、近海域の 30%を効果的に保全するとした

包括的な共通課題「ミクロネシア・チャレンジ」を宣言しており（本事前評価表「3.協力の必要性・位置付

け」の「（1）現状及び問題点」参照）、本プロジェクトで設定した目標はミクロネシア地域のニーズに合致

している。 

パラオ国の政策との関連では、本件は、「パラオ国国家マスター開発計画 2020」の目標及び、

「PICRC 設置法（1999 年）」で定められた海洋環境の管理・利用・保全に係る役割に資する計画内容と

なっており（本事前評価表「3.協力の必要性・位置付け」の「(2)相手国政府国家政策上の位置付け」参

照）、整合性が取られている。 

我が国の政策との位置付けに関しては、本案件は、第3回太平洋・島サミット(2003年)の「沖縄イニシ

アティブ」及び第4回同サミット（2006年）の「沖縄パートナーシップ」の採択を受け、我が国が表明した太

平洋島嶼国・地域に対する支援に資するものである（本事前評価表「3.協力の必要性・位置付け」の

「(3)我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け」参照）。また、本案件は海洋保

護区のモニタリング情報の提供を通じて、太平洋の海洋保護区ネットワーク化にも資する計画内容と

なっており、我が国の「第三次生物多様性国家戦略（2007）」における目標の一つとして挙げられてい

る東アジア・太平洋地域における海洋保護区のネットワーク構築に合致している（本事前評価表「3.協

力の必要性・位置付け」の「(3)我が国援助政策との関連、JICA国別事業実施計画上の位置付け」参

照）。近年の動きでは、パラオは、気候変動に関する我が国の資金メカニズム「クールアース・パートナ

ーシップ」7の対象となっている。本案件は間接的に海洋保護区の管理に貢献することで、沿岸生態系

を健全に保ち、気候変動への耐性を強化するパラオ国への適応策支援として同メカニズム上に位置づ

けることができる。 

JICA 国別事業実施計画（2008 年度）では「環境」を援助重点分野の一つとして挙げている。JICA ロ

ーリングプランにおいても、環境保全をパラオの開発課題としており、整合性が取られている。 

 

(2) 有効性 

以下の理由により有効性が見込める。 

                                                  
7
 我が国は世界経済フォーラム年次総会・ダボス会議で、温暖効果ガスの排出削減と経済成長を両立させ、気候の安定

に貢献しようとする開発途上国に対する支援策として、新たな支援メカニズム「クールアース・パートナーシップ」を発表し

た。これまでも、開発途上国のクリーンエネルギー、植林などへの支援を行ってきたが、今後も「クール・アース・：パートナ

ーシップ」により、さらなる貢献に努める。 
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「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」（経緯と内容については本事前評価表「3.協力の必

要性・位置づけ」の「（1）現状及び問題点」参照）の終了時評価及び現地調査ではPICRCが独力で研究

プログラムを計画・実施するのに十分な技術レベルに達していることが確認された。サンゴ礁モニタリン

グ能力向上プロジェクトで実施予定のモニタリングに関する活動では、サンプリングやデータ整理が想

定されることから、上述のとおり、案件で強化された研究能力が役立つと考えられる。これにより成果 1

「海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される」の達成が見込まれる。また、自立したモニタ

リング活動には、技術の更新や財源確保に定常的に努める必要があり、成果 2 に示される関連機関と

の連携が不可欠となる。これらにより、プロジェクト目標の達成が期待される。なお、PICRC では自主的

かつ継続的に人材の確保、育成に努めており、プロジェクト成果の外部条件「モニタリングを担当する

サンゴ礁センターの人員が大きく減少しない」が満たされる可能性が高い。 

なお、プロジェクト目標の指標 1「パラオ国内の海洋保護区○箇所で、PICRC の手順書に基づくモニ

タリングが実施される」は技術面への反映を測るものとなっている。また、指標 2「海洋保護区のモニタ

リングにおける PICRC の制度的な役割がパラオ政府の公文書に明記される」は政策面への反映を測

るものとなっている。よって、指標はプロジェクト目標の内容を的確に捉えているため、適切であると言

える。 

 

(3) 効率性 

以下の理由により効率性な実施が見込める。 

本案件における成果 1 と 2 の活動は、ミクロネシア地域の共通宣言である MC と、それに対するパラ

オ政府のニーズを勘案し、海洋保護区のモニタリングを中心に明確に設定されている。「パラオ国際サ

ンゴ礁センター強化プロジェクト」では PICRC の基礎研究能力が強化された上、本案件においても利

用可能な資機材が投入されている。また、本案件では関係機関との連携強化が活動に含まれており、

この活動により PICRC で不足する技術、財源、人材が補完され、モニタリング活動の円滑な実施とモ

ニタリング能力の効率的な強化が期待される。さらに、プロジェクト活動にはモニタリングに関する意識

啓発・知識普及が含まれているが、PICRC は青年海外協力隊の継続的な受け入れ等により、既に一

般的な環境教育活動の経験を多数有している。このことから、本案件において住民や関係者のモニタ

リング活動への参加を促す啓発・普及活動に関して効果的な実施が期待される。 

 

(4) インパクト 

この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

本案件では、国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連機関・研究機関等と PICRC との連携強

化が成果に含まれており、これが適切に行われることにより、技術力の更新・周知に繋がり、プロジェ

クト終了後も PICRC の技術的能力が MC 参加地域・国へ効果的に波及されることが期待される。これ

により、本案件の上位目標 「PICRCの技術的能力がMC参加国・地域において活用される」の達成が

見込まれる。また、サンゴ礁を利用した産業が経済の主軸となっているミクロネシア地域にとって、海

洋保護区の適切な管理は、経済的自立に繋がるものである。本案件は海洋保護区の適切な管理に

必要なモニタリングに関する PICRC の技術的能力を強化する計画となっており、ミクロネシアの産業に

間接的なインパクトをもたらすものである。 

(5) 自立発展性 

以下の理由により、本案件の効果は相手国政府によりプロジェクト終了後も継続されるものと見込
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まれる。 

PICRC では、新聞等で人材を募る、インターンシッププログラムで人材を育成するなど、継続して人

員の確保・育成に尽力している。また、多くの研究助成・寄付金を申請・調達しており、今後、持続的に

研究・調査を実施する体制が整ってきている。さらに、世界的なニーズを踏まえた海洋保護区管理に

関する新規活動や国際的イニシアティブ及び関係機関との連携強化を通し、パラオ政府のみならず、

パラオ政府が達成を目指す MC の参加国・地域、関連機関からの支援も期待されることから、協力終

了後も引き続き効果を上げていくための組織能力の強化が期待される。 

インタビュー調査により、PICRC の組織運営が理事会委員により適切に行われており、PICRC 職

員、理事会委員共に、プロジェクトへの高い参加意識を持っていることが確認された。また、本案件は

海洋保護区のモニタリングにおいて関係者の意識啓発と知識普及を促す計画となっており、関係者の

オーナーシップ醸成が期待される。以上のことからプロジェクトの継続的な効果が期待される。 

6．貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

本案件は、パラオの海洋保護区管理に必要なモニタリングに係る PICRC の技術的能力向上に焦点

をあてており、直接的に貧困、ジェンダー及び環境等に負の影響を与えることはない。パラオにおいて

はサンゴ礁生態系が経済活動の基盤になっていることから、本案件の活動により、適切な沿岸資源管

理が推進され、環境への正の影響が期待される。ただし、海洋保護区の管理が推進され、自然資源を

利用してきた住民の生計手段へ間接的な影響を与える可能性がある。プロジェクトの実施に当たって

は、住民の意見を十分に取り入れ、住民の主体性を意識した海洋保護区の選定、モニタリングを行う

必要がある。 

7．過去の類似案件からの教訓の活用 

過去案件「インドネシア生物学研究センター標本管理体制及び生物多様性保全のための研究機能

向上プロジェクト」（JICA 技術協力プロジェクト）では、プロジェクト終了後を見据え、新たな協力体制の

構築を促進するために、多くの日本側関係者に対して、対象施設（生物学研究センター）を認知しても

らい、日本国内関係機関・組織等に対する広報に尽力することが提案されている。 

本案件「サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクト」は C/P が国を代表する研究機関であること、

国外への機能認知を目指していることにおいて上記インドネシア案件と類似しており、規模も同程度で

ある。このことから新たな協力体制の構築と自立発展を目指し、モニタリング成果や保護区関連情報

の発信・普及を通じて、国際イニシアティブや関連機関・研究機関等との連携を強化する計画内容とし

た。 

8．今後の評価計画 

中間レビュー：現時点では想定していない。 

終了時評価：2011 年 11 月頃（協力修了 6 ヶ月前） 

事後評価：協力終了 3 年後を目処に実施予定。 
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第1章 調査団派遣について 

 

1-1 派遣の経緯 
大洋州では、伝統的に国民生活と経済活動が脆弱な自然環境に依存しているため、環境

保全と開発との調和が極めて重要である。また、大洋州は生物多様性が高く、希少種や絶

滅危惧種、地域固有種が陸地面積あたり最も多く分布している。特にパラオでは豊かな自

然環境を利用した観光開発を経済的発展の主軸として位置づけており、観光開発の大部分

がサンゴ礁を利用した活動に依存していることから、国策としてサンゴ礁生態系を保全す

ることが重要な課題となっている。近年では天然林の農地への転換及び社会基盤の急激な

整備による赤土の流出、破壊的な漁法、乱獲などに加え、世界的な気候変動による影響も

相まってサンゴ礁生態系が危機に晒されつつある。 

日本政府はアジア・大洋州におけるサンゴ礁研究の拠点としてパラオ国に研究施設「パ

ラオ国際サンゴ礁センター（Palau International Coral Reef Center:以下、PICRC)」を無償資金

協力「パラオ国サンゴ礁保全研究センター建設計画（1997 年 11 月～1998 年 5 月）」により

建設した。PICRC の設立後、2002 年から 4 年間、JICA は PICRC の自立発展を目的に、技

術協力プロジェクト「パラオ国国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」（以下、フェーズ

1）を実施した。同プロジェクトでは長期専門家（チーフアドバイザー、研究調整）の派遣

に加え、サンゴ礁研究分野及び併設水族館の展示・運営に関連する短期専門家（海洋生物

学・生態学、地理情報システム（Geographical Information System :以下、GIS）リモートセン

シング、水族館展示・運営・維持管理等）の派遣、機材供与及び研修を通した活動により、

研究機能の向上、水族館の自立的な運営が達成された。また、環境教育に関する本邦研修・

プログラムの実施により、啓発・教育機能が強化された。さらに、これらの投入と活動及

び PICRC の自助努力により、施設利用費、水族館売り上げなどの自己収入が増加し、組織

面の強化が達成された。しかし、終了時評価ではプロジェクト終了後に実施すべき提言と

して、サンゴ礁の保全と持続的利用に向け、保護区の設定・評価等の政策に、PICRC の研

究成果を反映させること、またミクロネシア地域のハブ機関として PICRC のサンゴ礁モニ

タリング能力を引き続き向上することが挙げられている。 

既にミクロネシア地域では、包括的な自然環境保全政策を目指した支援がパラオ政府に

より呼びかけられ、ミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国、米領グアム、北マリアナ

諸島と共に「ミクロネシア・チャレンジ（以下、MC）」1が宣言されている（後述：2-3）。

パラオ国自然資源・環境・観光省は、MC の宣言以前に保護区の効果的な運用と申請、指定

に係るシステムの構築を目的とした「保護区ネットワーク法（Protected Areas Network Act:

以下、PAN、後述：2-4）」を定めており、同法が効果的に執行されれば、パラオにおける

MC 達成は現実的なものになるが、モニタリング手順など保護区を PAN に登録する体制が

整備されていない。PICRC には、サンゴ礁保全の観点から、同ネットワークの推進に必要

なモニタリング技術に関する支援が求められている。サンゴ礁保全に結びつく海洋保護区

                                            
1 パラオ政府の呼びかけによりミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和国、米国グアム準州、北マリアナ

諸島米国自治連邦区が宣言した自然環境保全に関する包括的な共通目標。「2020 年までに陸域の 20%、近

海域の 30%を効果的に保全する」という具体的な目標を設定している。 
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の重要性は、サンゴ礁保全の国際的枠組み“ICRI”（International Coral Reef Initiative、後述：）

を始めとする生物多様性条約等においても広く認識されている。このような状況の中で、

PICRC は海洋保護区の評価や新規設置に結びつくモニタリング手法に関する技術的能力を

早急に強化する必要がある。 

 

1-2 派遣の目的 
今次詳細計画策定調査では、2002 年 10 月～2006 年 9 月に実施されたフェーズ 1 におけ

る終了時評価調査の結果及びパラオ政府のサンゴ礁保全政策を踏まえ、PICRC 及び関係機

関との協議を行い、以下の項目を実施することを目的とする。 

 

（1） プロジェクトの協力内容（Project Design Matrix (以下、PDM)案、Record of Discussion 

(以下、R/D)案、専門家派遣、研修員受入、機材供与計画等）、および実施体制（カ

ウンターパート（Counter Part：以下、C/P）配置計画、機材・施設整備状況、予算措

置等）について検討する。 

（2） これを踏まえて、協力内容（PDM 案、R/D 案を含む）を確認・合意し、PICRC と

協議議事録（Minutes of Meeting :以下、M/M）の署名・交換を行う。 

（3） また、「JICA 事業評価ガイドライン」に沿って、評価 5 項目の観点から、PICRC

と合意したプロジェクト計画を評価する。 

 

1-3 調査の留意点 
（1） フェーズ 1 の終了時評価では、プロジェクト終了後に実施すべき事項として、セ

ンターの自立発展性確保のため、引き続き資金調達の可能性を検討することとして

いる。フェーズ 2 の詳細計画策定調査では PICRC をはじめ、天然資源・環境・観光

省など関連機関の財政状況に関する情報を収集した上で、協力内容を検討するとと

もに、パラオ国内外の資金・技術支援、連携などの可能性を探る。 

 

（2） また、フェーズ 1 の終了時評価ではプロジェクト終了後、パラオ政府から継続的

な支援を得るために、保護区設置・管理等の政府のサンゴ礁保全施策に関わる調査

及び情報発信の必要性が提言としてあげられている。フェーズ 2 では、保護区の設

置や管理に必要となるサンゴ礁の経年変化を伝えるべく、モニタリング結果の効果

的な発信について検討する。 

 

1-4 調査団員の構成 

 担当業務 氏名 所属 

1 団長/総括 千頭 聡 JICA 国際協力専門員 

2 自然保護政策 中島 慶次 環境省 自然環境局 調整専門官 

3 協力計画 竹田 進吾 JICA 地球環境部 森林・自然環境グループ 森林・

自然環境保全第一課 ジュニア専門員 

4 計画分析 市川 智子 株式会社 VSOC 



3 
 

1-5 調査日程 
年月日 曜日 時間 内容 

2008.11.24 月 11:05 

20:40 

・ 成田発／東京（CO962） 

・ コロール着／パラオ（CO953）） 

09:00 ・ JICA パラオ駐在員事務所との打合せ 2008.11.25 火 

10:30 

13:00 

14:00 

・ 日本国大使館（兼総領事館）表敬訪問 

・ 資源開発省への表敬訪問 

・ PICRC への表敬訪問及び協議（事前調査方針、

PDM 案の説明と協議） 

2008.11.26 水 09:00 ・ 資源開発省と協力方針について協議（MC 担当窓

口、保護区ネットワーク（PAN）事務局、Palau 

Conservation Society を含む） 

2008.11.27 木 終日 ・ 感謝祭、調査団打合せ 

2008.11.28 金 09:00 

調整中 

16:00 

・ PICRC 理事会メンバー（パラオ側）及び PICRC

との協議（協力方針） 

・ 在パラオ米国大使館からの情報収集（財政支援に

ついて） 

・ 青年海外協力隊環境教育隊員からの情報収集 

2008.11.29 土 終日 ・ 海洋保護区における現地調査 

2008.11.30 日 終日 ・ 調査団打合せ、ミニッツ案作成 

09:00 

10:00 

・ TNC(The Nature Conservancy)からの情報収集 

・ OERC (Office of Environment Response and 

Coordination)からの情報収集 

2008.12.01 月 

13:00 ・ PICRC とのミニッツ案の協議及び修正（調査団作

成の PDM 案、R/D 案、M/M 案の説明と修正） 

2008.12.02 火 09:00 ・ PICRC とのミニッツ案の最終協議及び修正（PDM

案、R/D 案を含む M/M 案に係る基本合意の取り

付け） 

10:00 ・ 資源開発省への調査結果報告 2008.12.03 水 

11:00 

13:30 

14:30 

・ PICRC とのミニッツ署名交換 

・ JICA パラオ駐在員事務所への調査結果報告 

・ 日本国大使館（兼総領事館）への調査結果報告 

2008.12.04 木 02:35 

09:55 

・ コロール発／パラオ（CO892） 

・ 成田着／東京（CO961）） 
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1-6 主要面談者 
所属 面談者 職位 

PICRC 理事会 Dr. Patrick U. Tellei Chairman 

Fabian B. Iyar, Sr. Chief Executive Officer 

Carol O. Emaurois Head,Education/PR Dept. 

John Wong Chief Engineer 

Steven Victor Head, Research Dept. 

Kambes Kesolei Head, Aquarium Dept. 

PICRC 職員 

Laurinda F. Marfur Administrative Manager 

青年海外協力隊（PICRC 配属） 大島 京子 青年海外協力隊 環境教育隊員

パラオ資源開発省 Fritz Koshiba Minister 

MC 事務局 Charlen Mersai  Regional Coordinator 

PAN 事務所 Mr. Joe Aitaro Coordinator 

PCS (Palau Conservation 

Society) 

Tiare Holm Executive Director 

TNC (The Nature Conservancy) Dr. Eric Verheij Protected Areas 

Network Advisor 

JICA パラオ駐在員事務所 野田 誠 駐在員 
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第2章 調査結果 

 

2-1 PICRC 概要 
2-1-1 これまでの支援と成果 

1994 年 5 月、日米次官級会合においてコモンアジェンダの新たな協力分野の一つに「サ

ンゴ礁」が追加された。また、我が国政府は、翌 1995 年 6 月にフィリピンで開催された ICRI

会合において、「アジア・太平洋地域におけるサンゴ礁研究の拠点としてパラオに研究セ

ンターを設置することを検討する」旨表明した。このような経緯で PICRC は、アジア・大

洋州地域におけるサンゴ礁保全の研究・教育活動の拠点として 2001 年に日本の無償資金協

力により建設された。また、サンゴ礁保全の国際枠組みである ICRI の理念に基づき、世界

サンゴ礁モニタリングネットワークのミクロネシア地域拠点としての役割も担っている。

PICRC はパラオの総人口の 7 割が集中するコロール島に位置し、8,248m2 の土地に研究棟、

展示棟、管理棟で構成された施設が設置されている。このうち展示棟は水族館の形態を成

している。日本政府は施設の建設だけでなく、研究活動用機材、啓蒙活動用機材、施設維

持管理用機材、展示用機材の供与を行ってきた。JICA は 2002 年から 4 年間、PICRC の自

立発展を目的に、技術協力プロジェクト「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」

を実施した。同プロジェクトでは長期専門家（チーフアドバイザー、研究調整）の派遣に

加え、サンゴ礁研究分野及び併設水族館の展示・運営に関連する短期専門家（海洋生物学・

生態学、GIS、リモートセンシング、水族館展示・運営・維持管理等）の派遣、関連機材供

与及び研修を通じた活動により、研究機能の向上、水族館の自立的な運営が達成されてい

る。また、環境教育に関する本邦研修・プログラムの実施により、啓発・教育機能が強化

されている。さらに、これらの投入と活動及び PICRC の自助努力により、研究助成申請、

施設利用料、水族館売り上げなどによる自己収入が安定化し、組織面の強化が達成されて

いる。同プロジェクト終了後も研究、水族館運営、教育・啓蒙活動を引き続き実施してお

り、継続的な自助努力が確認されている。 

 

2-1-2 PICRC の組織体制と位置づけ 

PICRC は最高責任者、総務部、技術部、調査部、水族館部、教育・啓蒙・広報部により

組織が形成されており、現在、合計で 24 名の常勤職員が勤務している。(図 1. PICRC 組織

図) 各部には部長が配置されており、部長以下の人員構成は以下の通りである。総務部には

会計員が 1 名、事務員が 1 名、水族館ギフトショップの販売員が 2 名配属されている。技

術部には設備・土地整備及び管理担当の技術員が 3 名、警備人員が 3 名、船舶を担当する

技術員が 1 名配属されている。調査部にはチーフ調査員が 1 名、調査員が 2 名、調査補助

員が 4 名、合計 8 名が配属しているが、本来、調査員と同等レベルの待遇である世界サン

ゴ礁モニタリング・ノードコーディネーターのポジションが空席となっている。また、調

査部には必要に応じて助言、技術的支援するシニアサイエンティスト又は調査アドバイザ

ーが配属されることになっているが、これらも現在空席となっている。水族館部には展示

担当の職員が 2 名配属されている。教育・啓蒙・広報部には教育補助員が 1 名、環境教育

の青年海外協力隊が 1 名配属されているが、1 名の教育担当が空席となっている。その他外
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郭人員として理事委員会メンバー、科学諮問委員会メンバーが存在する。 

PICRC 職員のうち、4 名が修士学位を有しており、そのうち 2 名が海洋生物学で有名なグ

アム大学でそれぞれ生物学、海洋生物学の修士号を取得し、それぞれ調査部長、チーフ調

査員として配属されている。現在、PICRC で実施されている生物学的調査・研究の大部分

がこの二人に任されている。その他、調査部には社会経済調査・研究を担当する調査員が

いたが、2008 年 8 月に離職し、現在は MC の地域コーディネーターとなっている（後述）。

なお、調査補助員は全員学位を有しておらず、簡単な作業、主にサンプリングやデータ入

力を任されている。調査補助員と調査員の役割分担は明確であり、調査補助員が調査員に

なることはまずない。フェーズ 1 では JICA 研修制度で東京大学に留学し、リモートセンシ

ングの分野で科学修士号を取得した調査員いたが、帰国後PICRCに 2年間勤務の後離職し、

現在はパラオ国土資源情報システム（Palau Automated Land and Resource Information System: 

以下、PALARIS(後述：2-5)）の代表代理となっている。 

PICRC の政府組織上の位置づけは、独立採算によりサンゴ礁生態系保全に関する調査・

意識啓発を行う公的研究機関であり、各省との法的な繋がりを有していない。ただし、パ

ラオ国自然資源・環境・観光省が推進する PAN 法のテクニカルコミッティ、ステアリング

コミッティとして保護区の設置や評価に関して技術的な提言をすることができる。また域

内では唯一のサンゴ礁研究機関として、生物モニタリングを中心した保護区管理に関する

技術的支援が求められている。 

 

 

2-1-3 PICRC の調査・研究に係る活動状況 

PICRC はフェーズ 1 以後、現在まで 22 のサイトでモニタリングを継続中であるが、その

図 1.PICRC 組織図 
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目的は主にサンゴ礁の現況把握であり、自然保護政策への反映を主目的としていない。関

連団体・機関から保護区（特に沿岸域の保護区：海洋保護区）のモニタリング能力開発に

係る助成金を得ているが、有効に活用されていない（後述、2-2 援助機関及び国際 NGO・

現地 NGO の支援状況参照）。一方、フェーズ 1 以後、関連団体・機関からの資金助成・技

術支援によりサンゴ卵動態、堆積物、海草藻場の研究が継続されている（後述、2-2 援助機

関及び国際 NGO・現地 NGO の支援状況参照）。PICRC では調査・研究、特に陸域由来の

堆積物影響研究、サンゴ白化の回復状況調査、サンゴ幼生加入調査に関して筆頭著者とし

て査読付き論文を学術雑誌に投稿・発表している。このことから気候変動や人間活動によ

るサンゴ礁への影響評価を目的とした基礎研究に関しては既に高いレベルに達していると

云える。代表的な研究論文は以下の通り。 

 

 Y. Golbuu, S. Victor, E.Wolanski and R.H.Richmond, Trapping of fine sediment in a 

semi-enclosed bay, Palau Micronesia. Estuarine Coastal and Shelf Science. 2003. 

 S. Victor,  Y. Golbuu, E. Wolanski and R. H. Richmond Fine sediment trapping in two 

mangrove-fringed estuaries exposed to contrasting land-use intensity, Palau, Micronesia. 

Wetlands Ecology and Management.2004. 

 S. Victor, L. Neth, Y. Golbuu, E. Wolanski and R. H. Richmond, Sedimentation in 

mangroves and coral reefs in a wet tropical island, Pohnpei, Micronesia. Estuarine, Coastal 

and Shelf Science. 2006. 

 Y. Golbuu, S. Victor, L. Penland, D. Idip Jr, C. Emaurois, K. Okaji, H. Yukihira, A. Iwase 

and R. van Woesik Palau’s coral reef show differential habitat recovery following the 

1998-bleaching event. Coral Reefs. 2007. 

 Y. Golbuu and R.H. Richmond. Substratum preferences in planula larvae of two species of 

scleractinian corals, Goniastrea retiformis and Stylaraea punctata. Marine Biology. 2007. 

 Y. Golbuu, S. Victor, K. Fabricius and R. H. Richmond, Gradients in coral reef communities 

exposed to muddy river discharge in Pohnpei, Micronesia. Estuarine Coastal and Shelf 

Science. 2008. 

 S. Victor, Y. Golbuu, H. Yukihira, and R. van Woesik, Acropora size-frequency distributions 

reflect spatially variable conditions on coral reefs of Palau. Bulletin of Marine Science, 2009. 

 

これらのことからフェーズ 1 で強化された研究能力の活用に加え、他の機関・援助機関

からの技術・財政支援、共同研究等により、調査・研究に関しては一定の自立発展性が認

められる。一方、先の 1.3 調査の留意点で述べたように、安定した財源の確保とパラオ国

を代表する研究機関としての域内への貢献を考慮すると、これまでの能力・成果を海洋保

護区管理のためのモニタリングに連動させていくことが重要である。また、人材が流動的

であることから、今後、これらの能力が一定に保たれる保障はない。調査・研究計画の策

定、報告作業の必要性を考えると、少なくとも修士号を有した人員が PICRC に留まるため

のインセンティブと十分な待遇を与えることが重要である。 
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2-1-4 PICRC の環境啓発・教育にかかる活動状況 

他方、啓発・教育機能に関しては、教育・啓蒙・広報部がフェーズ 1 以降、青年海外協

力隊・ボランティアを積極的に受け入れ、学校・保護区現場での環境教育、コンテストに

よる環境啓発グッズの開発・普及、モニタリング成果・水族館を利用した環境啓発活動等

を継続的に展開している。主な活動成果は図 2 から図 5 を参照。 
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図 2. 教育・啓蒙・広報部ボランティアの受入状況 
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図 3. 学校での環境教育活動実績 
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啓発教材の開発で作成された教材はいずれも高品質で、地元企業・団体等から資金提供

を募るなど工夫と努力が見られる。コンテストで小学生から募った絵をカレンダーにした

教材は多くの地元企業・団体から資金提供を受け作成され、PICRC で販売されている。こ

れは環境教育の側面だけでなく、PICRC の重要な収入源としても大きく貢献している。ま

た、地元学校での教育活動に関しては、参加学生数が増加傾向にあり（図 3）、自助努力が

伺われる。このように啓発・教育機能のレベルは一定以上に達しており、今後も自立した

活動が見込まれる。 

ただし、今後は地域住民の調査・研究活動への参加促進に係る活動など調査部との連携、

継続的な活動資金獲得に向けた併設水族館との連携、環境教育コンサルテーションサービ

スの強化等が課題として挙げられる。 
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図 4. 啓発用カレンダーのコンテストに参加した人数の推移 

695

333

718

443

0
100
200
300
400
500
600
700
800

Number of
Students

2005 2006 2007 2008

Fiscal Year

SCHOOL AQUARIUM TOURS

Fiscal Year

 
図 5. 水族館を利用した啓発ツアーに参加した学生数の推移 
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2-1-5 PICRC の水族館運営状況 

水族館に関しては、フェーズ 1 以降、現在までその機能、役割が維持されている。また、

質も維持され小規模ながらも展示に工夫が見られる。水族館は旅行者、住民の環境教育の

場としても活用されており、来館者数は 2005 年以降増加傾向にある（図 6）。水族館の物

品の売り上げはやや減少傾向にあるものの、入場料を計上すると収入がほぼ一定に保たれ

ている（図 7）。近年では特に韓国人と台湾人の観光客が増加傾向にあることから、今後は

これらの客層の変化を意識した経営戦略が望まれる。一方、一部の機器・設備が耐久年数

を迎えている。水族館の入館料と物品の売り上げのみでは、PICRC の電気料金（2007 年の

消費電気料金は US$124,141）をカバーするのが限度であり、高額な機器・設備の保守が難

しい状況となっている。水族館の入場料を引き上げたとしても、パラオの人口・旅行者数

を勘案すると、水族館を維持管理していくことは難しい状況にある。このため、今後、PICRC

としての自然保護政策への貢献の中で、水族館の役割を明確に位置づけ、まとまった運営

資金を確保していくことも必要である。 

 

 

2-2 援助機関及び国際 NGO・現地 NGO の支援状況 
PICRC は 2004 年から 2008 年までの間に、比較的安定した調査研究助成・寄付金を獲得

している（以下、表参照）。 
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FY 2004 FY 2005 FY2006 FY2007 FY2008 

455,358.00 374,845.00 194,253.07 240.986.66 386,043.29 

(調査部研究助成・寄付金 単位：US ドル) 

 

その他、2008 年度の実績では、合計 49,500 ドルの環境教育活動助成金に加え、パラオ政

府から 450,000 ドルの支援を受けている。PICRC に対して調査・研究助成をしている主要な

機関は Packard 財団(135,000 ドル)、米国 National Oceanic and Atmospheric Administration (以

下、NOAA)（90,000 ドル）、Global Environment Facility（以下、GEF） (30,000 ドル)、National 

Fish and Wildlife Foundation（60,000 ドル）となっている。このうち、NOAA はサンゴ礁モニ

タリングプログラムに係る助成を行っている（2008 年度）。また、パラオ国内の NPO であ

るパラオ保全協会（PCS (後述)）は Babeldaob 島の生態系管理プロジェクトにおいて、Packard

財団から助成を受け、過去 2 年半にわたり主要河川流域における堆積物の調査を実施して

きた。PICRC はこのプロジェクトの中でパラオ北部カヤンゲル地区の調査を支援してきた。

PICRC はこれらの成果を基に魚類の生息に必要な区域の地図、礁湖流体力学モデルを構築

するために、PCS、環境品質保護審議会（Palau Environmental Quality Protection Board ：以

下、EQPB)、国立博物館（Belau National Museum）、PALARIS(後述: 2-5)等と連携し、同プ

ロジェクト継続のための助成申請を進めている。その他、PICRC は Packard 財団に海洋保護

区の評価に関する助成金（3 年間で 225,000 ドル）を申請している。また、PICRC は PAN

支援にむけた技術能力強化を念頭にパラオ州政府との連携を進めている。この連携では既

に National Fish and Wildlife Foundation の助成により、4 つの保護区(Ngermasch Conservation 

Area, Bkulangrill Conservation Area, Airai Reef Conservation Area, Ngelukes Conservation Area)

でモニタリング調査を実施している。これらの保護区で PICRC は該当する州政府と覚書

（MOU）を結び、州政府に委嘱された保護官を対象に能力強化トレーニング及び機材投入

等を行ってきた。その他、PICRC はニューハンプシャー大学から藻場のモニタリングに関

して 3,700 ドルの助成を（2008 年）、UNESCO から照葉樹林の評価に関して 10,000 ドル（2008

年）の助成を受けている。 

なお、今後予定されている助成・寄付金は以下の通り。 
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2-3 ミクロネシア地域の自然環境保全政策 
ミクロネシア地域では、パラオ政府の呼びかけにより、自然環境保全に関する包括的な

共通目標であるミクロネシアチャレンジ（MC）がミクロネシア連邦、マーシャル諸島共和

国、米国グアム準州、北マリアナ諸島米国自治連邦区と共同で宣言されており（2005 年）、

「2020 年までに陸域の 20%、近海域の 30%を効果的に保全する」という具体的な目標を設

定している。MC は事務局を設置しており、その役割は 1) 環境啓蒙活動、財源確保・分配、 

2) 参加政府間・関連機関との調整、3) 島嶼国の国際的取り組みへの参加促進が主なもので

ある。パラオでは元 PICRC の職員が MC の窓口となり、各ドナー、関連機関との調整、方

策の検討を行っている。今後、MC は PICRC 内に MC 事務所を構える予定であり、PICRC

との連携強化が一層期待されている。 

MC は単に自然環境保全を推進するだけでなく、資金調達システムの構築を目指している。

既に米国 NGO である The Nature Conservancy と CI(Conservation International)が、それぞれ

300 万ドルの資金を投入し、主要な財源となっている。また、GEF は MC に対して 600 万ド

ルの資金投入を決定している。これらの財源はパラオの自然環境保全政策にも多大な便益

を与えると想定されるが、資金が PICRC 等へ分配されるパラオ国内のシステムが未整備で

あり、まずは PICRC の技術的能力をパラオ政府へ積極的に伝えていくことが重要である。 
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2-4 パラオの保護区管理 
2-4-1 自然資源・環境・観光省による管理状況 

パラオ自然資源・環境・観光省は、パラオの自然環境保全に関するプログラムの実施、

保護区管理に関する技術的、財政的支援の役割を担っている。同省は生物多様性の保全と

保護区のネットワーク化を目的に、州政府に属する保護区の指定及び管理について、その

目的に応じ一定の基準等を定め、この基準を達成した保護区を登録する制度「PAN 法」を

2003 年に制定している。この法律の制定以前にも、州ごとに認められた保護区、慣習的な

保護区は存在していたが、国として保護区を管理する法律、基準が存在していなかった。

PAN 法の制定以降、MC が宣言されたことで、パラオ政府は PAN 法の下、既存の保護区を

正式登録することで、パラオにおける MC の目標達成を目指している。 

PAN 法の下では、保護区の管理の実施主体は州政府にあり、州政府は天然資源・環境・

観光省が用意したモニタリングプロトコールからいくつかを選定し、それを含めた保護区

管理計画の作成を行うことが義務付けられている。しかし現実にはモニタリングプロトコ

ールが用意されていない。PAN に指定されているいくつかの保護区では、既に州政府が主

体となり、地域住民と共同で管理を行っているが、モニタリングを実施しているか否かは

確かなものではない。 

 

2-4-2 パラオの海洋保護区設定状況 

パラオには、伝統的に管理されてきた保護区、マングローブ保全地域を含む保護区が合

計 28 存在するが(2007 年現在)、PAN に正式に登録された保護区は 1 つとなっている（2008

年現在）。28 の保護区のうち Ngerukewid Islands は大洋州で最も古い海洋保護区の一つであ

る。また、Ngermeduu 保護区は 2005 年にユネスコ生物圏保護区として大洋州で初めて登録

されている。PAN に登録された保護区は漁業資源管理を主な目的としているが、その他に

ついては利用目的により、(1) 厳格に採集・捕獲が禁止されている地域、(2) 採集・捕獲が

禁止されている地域、(3) 伝統的な利用が認められている地域に分類される。さらに管理目

的により、1) 科学的調査を目的に管理された保護区、2) 野生生物保護を目的に管理された

保護区 3) 生態系保全及び生態系を利用したレクリエーションを目的に管理された保護区、

4) パラオの特徴的な自然を保全することを目的に管理された保護区、5)人の管理により保

全されるべき保護区、6)景観保護と景観を利用したレクリエーションを目的に管理された保

護区、7) 自然生態系の持続的利用を目的に管理された保護区に分類される。伝統的に管理

された保護区に関しては、昔ながらの方法で住民主体により管理が行われているが、慣習

的な規則を守っているに留まり、資源の増減に応じて管理方法を変えるなどの工夫は成さ

れていない。ただし住民は総じて資源の減少を感じている。PICRC としては、このような

現象を可視化し、住民と共有しつつ持続的な利用に向けた技術・財政支援を実施してくこ

とが今後の課題である。他方、PAN に登録された保護区は一部 PICRC の支援によりレンジ

ャー等が育成されており、Ngermeduu 保護区に関しては、本調査の現地訪問においても、ナ

マコの個体数が保護区外に比べ高いことが確認された。この保護区ではナマコの違法狩猟

が問題になっていたことから、PICRC の技術支援のもと、海上に小屋とブイを設置し、州

に雇われたレンジャーが監視を行っている。この地域の住民への聞き取りの結果、多くの

住民がナマコの個多数の増加の効果を認めており、保護区の適切な管理の成果といえる。
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Ngerukewid Islands に関しては、関係者からの聞き取りの結果、Ngerukewid Islands を含む

Rock Islands はコロール州により効果的に管理されていることが確認された。コロール州は

観光客から入島税の徴収を行っており、この税収を活用してレンジャーによる監視、標識・

ブイ等の設置を行っている。 

 

2-5 関連するその他の機関・団体 
 

1） OERC(Office of Environmental Response and Coordination) 

パラオ国内の環境活動の支援・調整、国土利用計画策定に必要な課題の整理及び環境

に関する制度化を進めるために設立された組織である。また、環境に関する国際協定や

国際イニシアチブに関してパラオの中心となって調整を行う役割を有している。 

 

2） PALARIS（Palau Automated Land and Resource Information System） 

パラオの人材・経済・資源の管理を目的に、GIS を通して土地・資源システムの統合

を行うパラオ唯一の機関である。パラオ国内の政府が行う様々なプロジェクト・プログ

ラムに必要な情報を地図上で統合し、提供する役割を有している。PALARIS で作成され

た GIS 地図データはパラオ政府の開発政策の策定等に利用される。 

 

3） PCS（Palau Conservation Society） 

1994 年に設立されたパラオで最も古い NPO である。生物多様性及び自然資源の保全を

設立目的としている。その使命は、パラオのユニークな自然環境の保全について地域コ

ミュニティと協働し、保全に関する道徳概念を恒久化することにある。この使命の通り、

PCS は自然資源の持続的な利用及び生物多様性の重要性を啓発するために地域住民と協

働してきた。これらの活動により PCS は保護区の設置と管理に必要不可欠とされる地域

コミュニティとの連携体制を築いてきた。具体的な活動としては、ジュゴンや海ガメな

ど貴重種の重要性を啓発するキャンペーン等を行っている。PCS はパラオの地域住民啓

発には欠かすことの出来ない組織として認められている。 

 

4） TNC 事務局 

TNC は世界規模で自然環境保全活動を行う NGO であり、パラオ事務局はパラオ国内

の陸域・海域資源保全プログラムの開発・実施に焦点を当てた活動を実施している。 

 



15 
 

第3章 プロジェクトの基本方針と留意事項 

 

3-1 基本方針 
2002 年から 2006 年まで実施された技術協力プロジェクト「パラオ国国際サンゴ礁センタ

ー強化プロジェクト」によって、PICRC の組織面・運営面の体制が整備された。本調査で

は、2008年 11月までの間に自立発展に向けた財政面、技術面での努力が認められるものの、

いくつかの課題が残されていることが確認された。財政面では PICRC 全体として未だ運営

の大部分をパラオ国政府からの補助に頼らざる終えない状況にあり、水族館の維持管理を

含めた自立的運営には、MC を財源とする PAN を通じたパラオ政府からの安定的な予算獲

得が必要である。技術面では、助成金等を獲得して科学調査を継続しており、雑誌への投

稿など成果も残している。また、その過程では日本の代表的なサンゴ礁研究機関を始め世

界各国の有名研究機関と協働している。よって、研究・調査技術は既に高い水準にあるが、

上記財政面における課題、フェーズ 1 終了時の提言の一つである「保護区政策への研究成

果の反映」を考えると、今後これらの研究・調査技術を PAN 等の政策に役立てることが必

要である。また、教育部の能力を活用し、保護区関係者に調査・研究活動への参加を啓発

していくことが重要である。 

他方、MC 及び PAN 関係者からの聞き取りでは、MC 達成のため、関連機関が一貫して

MC 及び PAN に資する保護区管理のためのモニタリングの実施とそれに対する PICRC の技

術的支援の必要性を認識していることが確認された。 

これまでの我が国の PICRC に対する支援として、無償資金協力で PICRC を設立し、JICA

技術協力プロジェクトで研究・教育・運営能力の強化を実施してきた。上記の課題及び確

認事項から、本プロジェクトにおいては PICRC の自立発展とミクロネシア地域での貢献を

目指し、PICRC のモニタリング能力の国内・地域政策面への反映及び関連機関との連携強

化を支援することが我が国の PICRC に対する支援全体像の中での位置付けといえる（図 8

参照）。 
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これを受け、以下の基本方針により、プロジェクトの骨子を組み立てた。 

 

1） 海洋保護区管理のためのサンゴ礁生態系モニタリング支援 

保護区、特に海洋保護区の効果的な管理にはサンゴ礁生態系のモニタリングが必要不

可欠である。モニタリングの実施により、サンゴ礁生態系の変化や人間活動による影響、

保護対象地が明らかになり管理の方策を打ち出すことができるようになる。また、MC、

パラオ政府は PICRC を技術組織として認めている。PICRC の PAN におけるテクニカル

コミッティ、ステアリングコミッティとしての役割及びサンゴ礁研究・調査を目的に設

立された背景を勘案すると、保護区管理、特に海洋保護区管理のためのサンゴ礁生態系

モニタリングの支援をプロジェクトの軸とすべきである。 

 

2） モニタリングプロトコール作成支援 

PAN では各州が海洋保護区を登録しようとする際、自然資源・環境・観光省が用意し

たモニタリングプロトコールのうちいくつかを州政府に選択させ、管理計画に盛り込む

ことを義務付けている。PICRC がプロジェクトを通じて、このモニタリングプロトコー

ルの事例を作ることで、より多くの保護区が PAN に承認され、適切に管理されること目

指す。よって、モニタリングプロトコールには保護区の情報収集から、モニタリング現

場の選定、管理者への啓発・研修、モニタリングの実施、報告に至るモニタリングを実
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海洋保護区管理のための

モニタリング推進

PICRC

 
図 8. 我が国の PICRC に対する支援全体像 
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施する際に一般的に必要とされる一連の作業手順が記載されるべきである。 

 

3） MC 参加国・地域との情報共有 

適切なモニタリングによる保護区管理の推進は、パラオ国内に限らず、MC 参加国・地

域においても共通した課題である。MC 参加国・地域の保護区関係者に対してプロジェク

トの取り組みを共有することで、MC が達成され、国際的にも注目度の高い取り組みとな

ることを目指す。 

 

4） PICRC への財政支援確保 

これらが達成されることにより、PICRC において MC やパラオ政府、各関連ドナー・

研究機関等から安定的な財政支援が確保されることを目指す。

 

3-2 留意事項 
詳細計画策定調査の結果から、プロジェクト骨子の組み立てに当たっては、以下の留意

事項を考慮することとした。 

 

PAN法

自然資源・環境・観光省

州政府 州政府 州政府

財政/技術支援

保護区の登録・管理

ドナー等

関連機関

他国

パラオ

MC
近海域の近海域の3030％以上％以上

陸域の陸域の20%20%以上以上

貢献

PPICRCICRC

連携強化

モニタリング支援
（モニタリングプロトコール

整備）

PAN法

自然資源・環境・観光省

州政府 州政府 州政府

財政/技術支援

保護区の登録・管理

ドナー等

関連機関

他国

パラオ

MC
近海域の近海域の3030％以上％以上

陸域の陸域の20%20%以上以上

MC
近海域の近海域の3030％以上％以上

陸域の陸域の20%20%以上以上

貢献

PPICRCICRC

連携強化

モニタリング支援
（モニタリングプロトコール

整備）

 
図 9. ミクロネシアとパラオの自然保護に関する取り組みにおける PICRC の位置づけ概念図
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1） PICRC の保護区管理・政策面への反映を考慮した技術能力の顕在化 

自然資源・環境・観光省が取り組む PAN において、PICRC にはモニタリングや海洋保

護区管理に関する技術的な支援の実施が期待されている。しかし、現実には同省からの

要請及び PICRC への資金提供が担保されていない。今後の PICRC の自立発展性を鑑みる

と、保護区管理等、政策面へ資する PICRC の技術能力をプロジェクトによって顕在化す

る必要がある。 

 

2） 保護区管理のための州政府と PICRC の財源確保 

パラオ政府は、生物多様性の保護や、保護区のネットワーク化において、中央政府と

州政府が連携するためのフレームワークとして PAN 法を制定した（図 9）。PAN 法が効

果的に施工されることで、パラオ州政府はパラオ政府の財政・技術支援でより多くの保

護区を登録し効果的に管理することが可能になり、パラオにおける MC 達成も望める。

また、州政府は同フレームワークを通じて、自らの資源管理に必要な財源を PAN から得

ることを期待している。他方、MC はもとより PAN の仕組みの中に、PICRC の役割が明

確に位置づけられていないため、PICRC が PAN の財源を利用し、州政府を技術的に支援

する手立てが担保されていない。JICA の支援により、PICRC の存在を PAN 及び PAN の

財源となる MC にアピールする必要がある。 

 

3） 州政府・NGO との連携 

パラオ州政府が保護区登録を PAN に申請し、効果的に管理・モニタリングを実施して

いく必要がある。よって、PICRC としては、各州にモニタリング技術を提供する必要が

ある。そのためには各州との保護区担当官への啓発と訓練、さらには地域レベルで保護・

調査活動を展開する NGO との連携が不可欠である。 

 

4） データの利活用 

PICRC は法的にパラオ国内どこにおいても調査研究を実施することが担保されている

が、得られた情報の取り扱いに関しては、明確な法的権限が与えられていない。モニタ

リングを実施する場合は、データの所有権に注意する必要がある。PICRC と各州、自然

資源・環境・観光省との間でデータの利活用に関する合意を取り付ける必要がある。 
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第4章 協力の範囲及び内容 

 

パラオ国「モニタリング能力向上プロジェクト」に関する技術協力プロジェクトの実施

について、2008 年 12 月 3 日、先方関係機関と合意し、M/M と R/D 案の署名を行った（別

添 2、3）。M/M の先方署名者は PICRC 理事会長である。これにより、本プロジェクトは 2009 

年から 3 年間の予定で実施されることとなった。 

本プロジェクトは、ミクロネシア地域の保護区管理に必要な取り組みとして需要が認め

られているものの、効果的に実施されていないサンゴ礁生態系のモニタリングについて、

まずはパラオにおいて資源利用者である地域住民と共に実施し、内外の関係者とその知

識・経験を共有しながら、一連の手順を記したモニタリングプロトコールの事例を作成・

発信することで、PICRC のモニタリングに関する技術的能力と知名度を向上するものであ

る。 

そのため本プロジェクトでは、1) 保護区、特に PICRC と関与の深い海洋保護区管理に必

要なモニタリングを支援する PICRC の体制を整備すると共に、2) 海洋保護区のモニタリン

グに関連する国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連機関等との連携を強化する。 

プロジェクトの要約は以下のとおり。 

 

4-1 プロジェクトの対象エリア 
プロジェクトの対象エリアは、パラオ国とするが、下記、プロジェクト内容のモニタリ

ングに関する活動に鑑み、実際のモニタリング対象地はパラオ国内の海洋保護区数箇所と

なる予定である。 

 

4-2 プロジェクトの対象者 
プロジェクトの対象者は、サンゴ礁研究の実施機関である PICRC、海洋保護区の管理・

モニタリング監修機関であるパラオ国自然資源・環境・観光省、海洋保護区の管理・モニ

タリングの実施機関である州政府、海洋保護区の利用者である地域住民とする。 

 

4-3 協力の内容 
本プロジェクトの実施主体者はカウンターパートであり、専門家は彼らの補助者という

役割を十分認識しつつ、海洋保護区のモニタリングを支援するため、以下の目標を設定し、

目標達成のための 2 つの成果に対して 9 つの活動を行う。 

 

4-3-1 協力期間 

先に実施されたフェーズ 1 で研究機能、水族館運営、啓発・教育機能が強化されたこと

から、本プロジェクトではサンゴ礁保護政策に反映させるモニタリング技術に焦点を当て

た活動となっている。活動の焦点が絞られたことにより、協力期間をフェーズ 1 より短い

ものとした。 

協力期間 ：3 年（開始時期は 2009 年 7 月ごろの見込み） 
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4-3-2 上位目標 

本プロジェクトでは PICRC の財政的な自立発展とミクロネシア地域での当該分野での貢

献を念頭に、特にミクロネシア地域の共通目標である MC の参加国・地域への技術面での

貢献を目指し、以下の上位目標を設定した。 

上位目標 ：PICRC の技術能力が MC 参加国・地域において活用される。 

 

4-3-3 プロジェクト目標 

上位目標を達成するために PICRC が必要とする技術的能力はミクロネシア地域で需要が

高まる海洋保護区管理に必要なモニタリング活動に関するものである。フェーズ 1 では研

究面の能力が強化されていることから、本プロジェクトにおいては、その研究能力を活用

し、モニタリング技術を政策面へ反映するプロジェクト目標とした。 

プロジェクト目標 ：海洋保護区管理に必要なモニタリングに関して、PICRC の技術的能

力が強化される。 

 

4-3-4 成果 

パラオでは PAN 法の下、海洋保護区のモニタリングを州政府が主体的に実施することを

目指している。他方、PICRC は PAN のテクニカルコミッティ、ステアリングコミッティと

して保護区の設置や評価に関して技術的な提言をすることが出来る。よって、PICRC はあ

くまでモニタリングに対する技術支援を通して、保護区の設定や評価に貢献するのが望ま

しい。また PICRC はその設置目的及び経済的自立発展性を勘案すると将来的には海洋保護

区のモニタリングについて、国際的イニチアチブ、MC 参加国・地域、関連機関・研究機関

も支援していく必要がある。これらのことから、プロジェクト目標に繋がる以下成果を設

定した。 

成果 1 

成果 2 

：海洋保護区のモニタリングを支援する体制が整備される。 

：海洋保護区のモニタリングに関連する国際的イニシアチブや MC 参

加国・地域、関連機関・研究機関等との連携が強化される。 

 

4-3-5 活動 

成果 1 に対する活動は、地域住民及び州政府関係者を巻き込んでモニタリングを計画・

実施する際の基本的な流れに基づいたものである。情報収集、対象地保護区の選定、住民・

関係者への意識啓発、モニタリング計画作成、モニタリングの実施が主な項目である。さ

らに、州政府が保護区を PAN に登録する際に必要となるモニタリング手順書が自然資源・

環境・観光省で未整備のため、これらの一連の流れを記した手順書を成果 1 の最終段階で

作成することとした。 

活動 ：1.1 PICRC が実施しているサンゴ礁生態系のモニタリング現状及び既

存の海洋保護区の管理・保全状況のレビューを行う。 

：1.2 レビュー結果及び海洋保護区に関わる地域住民、行政機関の意向

を踏まえ、モニタリング対象の海洋保護区を選定する  

：1.3 対象保護区の地域住民及び州政府関係者に対して、モニタリング
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活動に関する意識啓発・知識等の普及を行い、モニタリング活

動への参加を促す。 

：1.4 ICRI 等の国際基準及び国内基準を踏まえたモニタリング計画を作

成する。 

：1.5 策定されたモニタリング計画に従い、選定した海洋保護区でモニ

タリングを実施する。 

：1.6 これらの活動に基づきモニタリングの手順書を作成する。 

 

成果 2 に対する活動は、PICRC の将来的な自立発展と国際的貢献を勘案し、国際的イニ

シアティブや MC 参加国・地域、関連機関・研究機関等との連携を強化するためのもので

ある。さらに国内での理解促進も欠かせないことから保護区の現状を積極的に発信する計

画とした。さらに、上記、成果 1 の活動で作成されるモニタリング手順書はその作成手順

から他の MC 参加国・地域においても活用可能なものを目指すため、手順書を普及する活

動を組み込んでいる。 

活動 ：2.1 海洋保護区のモニタリングに基づく情報を国際的イニシアティブ

や内外の関係機関・研究機関等へ定期的に提出する。 

：2.2 モニタリングに基づく海洋保護区の現状を住民・旅行者・メディ

アに対して発信する。 

：2.3 MC 参加国・地域に対するセミナー・ワークショップの開催を通

じて、海洋保護区のモニタリング手順書を普及する。 

 
4-3-6 日本側投入、相手側投入 

投入には、プロジェクトの個別の活動を実施するために必要な人員、施設、機材、資金

が含まれている。本プロジェクトの投入予定は以下の通りである。 

日本側 パラオ側 

【人員】 

長期専門家 （2 名） 

・ チーフアドバイザー 

・ 業務調整 

短期専門家（数名） 

・ モニタリング計画 

・ 海洋保護区 

・ IT/データベース他 

【人員】 

カウンターパート 

・ 最高責任者 

・ 総務部門 

・ 調査部門 

・ 技術部門 

・ 水族館部門 

・ 教育部門 

【施設・機材】 

・ モニタリングに関する資機材 

・ 研修に関する資機材 

・ その他プロジェクトに必要な機材類 

【施設・機材】 

・ プロジェクトに必要な土地、建物、設備

・ 資機材の導入と保守に必要なインフラ

設備・部屋 

・ JICA 専門家の執務室・設備 

・ その他必要性が合意された設備 
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【本邦研修員受入及び第三国研修】 

・ 以下に関する研修プログラムを想定 

・ サンゴ礁保全/海洋保護区管理/サンゴ礁

モニタリング/GIS/IT/情報発信 

【プロジェクト活動費】 

・ プロジェクトの実施に必要な経費 

 

4-3-7 前提条件 

本プロジェクトを実施するにあたり、C/P 機関となる PICRC の運営維持は必要不可欠で

ある。これを踏まえ以下の前提条件を設定した。 

前提条件 ：PICRC の運営体制が維持される。 

 

4-3-8 外部条件 

プロジェクト目標の達成には、パラオ政府が実施する保護区管理政策の存続が必要不可

欠である。またプロジェクト成果はモニタリング活動が基盤となることから、PICRC のモ

ニタリング担当人員が必要最低限配置されている必要がある。以上のことからプロジェク

ト目標・成果達成のための外部条件を、それぞれ以下のように設定した。 

プロジェクト目標達

成のための外部条件 

：パラオ政府の海洋保護区管理政策に大幅な変化が生じない。 

 

成果達成のための外

部条件 

：モニタリングを担当するサンゴ礁センターの人員数が大きく減少

しない。 
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第5章 評価 5 項目による実施妥当性判断 

 
5-1 妥当性 
以下の理由により妥当性が高いと判断される。 

本案件はパラオの経済活動の基盤となるサンゴ礁の保全に資するものであり、パラオ国

社会のニーズと合致している。また、ミクロネシア地域では陸域の 20%、近海域の 30%を

効果的に保全するとした包括的な共通課題「ミクロネシア・チャレンジ」を宣言しており

（本事前評価表「3.協力の必要性・位置付け」の「（1）現状及び問題点」参照）、本プロ

ジェクトで設定した目標はミクロネシア地域のニーズに合致している。 

パラオ国の政策との関連では、本件は、「パラオ国国家マスター開発計画 2020」の目標及

び、「PICRC 設置法（1999 年）」で定められた海洋環境の管理・利用・保全に係る役割に

資する計画内容となっており（本事前評価表「3.協力の必要性・位置付け」の「(2)相手国

政府国家政策上の位置付け」参照）、整合性が取られている。 

我が国の政策との位置付けに関しては、本案件は、第 3 回太平洋・島サミット(2003 年)

の「沖縄イニシアティブ」及び第 4 回同サミット（2006 年）の「沖縄パートナーシップ」

の採択を受け、我が国が表明した太平洋島嶼国・地域に対する支援に資するものである（本

事前評価表「3.協力の必要性・位置付け」の「(3)我が国援助政策との関連、JICA 国別事業

実施計画上の位置付け」参照）。また、本案件は海洋保護区のモニタリング情報の提供を

通じて、太平洋の海洋保護区ネットワーク化にも資する計画内容となっており、我が国の

「第三次生物多様性国家戦略（2007）」における目標の一つとして挙げられている東アジ

ア・太平洋地域における海洋保護区のネットワーク構築に合致している（本事前評価表「3.

協力の必要性・位置付け」の「(3)我が国援助政策との関連、JICA 国別事業実施計画上の位

置付け」参照）。近年の動きでは、パラオは、気候変動に関する我が国の資金メカニズム

「クールアースパートナーシップ」の対象となっている。本案件は間接的に海洋保護区の

管理に貢献することで、沿岸生態系を健全に保ち、気候変動への耐性を強化するパラオ国

への適応策支援として同メカニズム上に位置づけることができる。 

JICA 国別事業実施計画（2008 年度）では「環境」を援助重点分野の一つとして挙げてい

る。JICA ローリングプランにおいても、環境保全をパラオの開発課題としており、整合性

が取られている。 

 

5-2 有効性 
以下の理由により有効性が見込める。 

「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」（経緯と内容については本事前評価表

「3.協力の必要性・位置づけ」の「（1）現状及び問題点」参照）の終了時評価及び現地調査

では PICRC が独力で研究プログラムを計画・実施するのに十分な技術レベルに達している

ことが確認された。サンゴ礁モニタリング能力向上プロジェクトで実施予定のモニタリン

グに関する活動では、サンプリングやデータ整理が想定されることから、上述のとおり、

案件で強化された研究能力が役立つと考えられる。これにより成果 1「海洋保護区のモニタ

リングを支援する体制が整備される」の達成が見込まれる。また、自立したモニタリング



24 
 

活動には、技術の更新や財源確保に定常的に努める必要があり、成果 2 に示される関連機

関との連携が不可欠となる。これらにより、プロジェクト目標の達成が期待される。なお、

PICRC では自主的かつ継続的に人材の確保、育成に努めており、プロジェクト成果の外部

条件「モニタリングを担当するサンゴ礁センターの人員が大きく減少しない」が満たされ

る可能性が高い。なお、プロジェクト目標の指標 1「パラオ国内の海洋保護区○箇所で、

PICRC の手順書に基づくモニタリングが実施される」は技術面への反映を測るものとなっ

ている。また、指標 2「海洋保護区のモニタリングにおける PICRC の制度的な役割がパラ

オ政府の公文書に明記される」は政策面への反映を測るものとなっている。よって、指標

はプロジェクト目標の内容を的確に捉えているため、適切であると言える。 

 

5-3 効率性 
以下の理由により効率性な実施が見込める。 

本案件における成果 1 と 2 の活動は、ミクロネシア地域の共通宣言である MC と、それ

に対するパラオ政府のニーズを勘案し、海洋保護区のモニタリングを中心に明確に設定さ

れている。「パラオ国際サンゴ礁センター強化プロジェクト」では PICRC の基礎研究能力が

強化された上、本案件においても利用可能な資機材が投入されている。また、本案件では

関係機関との連携強化が活動に含まれており、この活動により PICRC で不足する技術、財

源、人材が補完され、モニタリング活動の円滑な実施とモニタリング能力の効率的な強化

が期待される。さらに、プロジェクト活動にはモニタリングに関する意識啓発・知識普及

が含まれているが、PICRC は青年海外協力隊の継続的な受け入れ等により、既に一般的な

環境教育活動の経験を多数有している。このことから、本案件において住民や関係者のモ

ニタリング活動への参加を促す啓発・普及活動に関して効果的な実施が期待される。 

 

5-4 インパクト 
この案件のインパクトは以下のように予測できる。 

本案件では、国際的イニシアティブや MC 参加国・地域、関連機関・研究機関等と PICRC

との連携強化が成果に含まれており、これが適切に行われることにより、技術力の更新・

周知に繋がり、プロジェクト終了後も PICRC の技術的能力が MC 参加地域・国へ効果的に

波及されることが期待される。これにより、本案件の上位目標 「PICRC の技術的能力が

MC 参加国・地域において活用される」の達成が見込まれる。また、サンゴ礁を利用した産

業が経済の主軸となっているミクロネシア地域にとって、海洋保護区の適切な管理は、経

済的自立に繋がるものである。本案件は海洋保護区の適切な管理に必要なモニタリングに

関する PICRC の技術的能力を強化する計画となっており、ミクロネシアの産業に間接的な

インパクトをもたらすものである。 

 

5-5 自立発展性 
以下の理由により、本案件の効果は相手国政府によりプロジェクト終了後も継続される

ものと見込まれる。 

PICRC では、新聞等で人材を募る、インターンシッププログラムで人材を育成するなど、

継続して人員の確保・育成に尽力している。また、多くの研究助成・寄付金を申請・調達
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しており、今後、持続的に研究・調査を実施する体制が整ってきている。さらに、世界的

なニーズを踏まえた海洋保護区管理に関する新規活動や国際的イニシアティブ及び関係機

関との連携強化を通し、パラオ政府のみならず、パラオ政府が達成を目指す MC の参加国・

地域、関連機関からの支援も期待されることから、協力終了後も引き続き効果を上げてい

くための組織能力の強化が期待される。インタビュー調査により、PICRC の組織運営が理

事会委員により適切に行われており、PICRC 職員、理事会委員共に、プロジェクトへの高

い参加意識を持っていることが確認された。また、本案件は海洋保護区のモニタリングに

おいて関係者の意識啓発と知識普及を促す計画となっており、関係者のオーナーシップ醸

成が期待される。以上のことからプロジェクトの継続的な効果が期待される。 
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第6章 総括所感 

 

PICRC は、2000 年に日本の無償資金協力により施設・機材が設置された後、2002 年 10

月から 2006 年 9 月にかけての技術協力プロジェクト（フェーズ 1）では、組織運営・研究・

教育における能力が強化され組織基盤が整備された。今般の技術協力プロジェクトにかか

る協力要請は、MC の推進において効果的な海洋保護区管理に資する研究強化を目的とした

内容であった。今回の詳細計画策定調査では、要請の背景および内容を精査するとともに、

JICA 評価 5 項目に従い計画の妥当性や自立発展性等について評価を行い、また、センター

関係者との協議および既設保護区の現地調査等を通じ協力内容の検討を行った。その結果

をもとに、PDM 案と R/D 案を作成し、協議議事録として日パ双方で確認した。詳細計画策

定調査を通して得られた知見をもとにした特記事項は以下の通り。 

 

6-1 PICRC を取り巻く環境 
PICRC はパラオ国の行政機関から独立した公的研究機関である。サンゴ礁に関する調査

研究と教育啓発がその主な役割となっており、冠する名のごとく国内のみならず国際的な

ネットワークのなかで研究を行っている。また、海外の研究機関との関係性も深く、諸外

国のサンゴ礁研究者や国際的環境保全 NGO との連携は顕著である。 

ミクロネシア地域においては、地域を代表するサンゴ礁研究機関となっており、国際会

議への参加も多い。とりわけ、陸域の 20％と近海域の 30％を保護区として管理するという

MC の実施において、科学・技術面での貢献が期待されている。 

ミクロネシア諸国・地域の中では、パラオは他国に比しサンゴ礁保全の分野で大きく先

行しているといわれている。したがって、パラオで MC 実施が成功することは、他国に対

しモデルを提示する意味合いを含んでいる。MC を実施に移すために、パラオでは、2006

年に PAN 法を制定し、MC を質的・量的に推進しようとしている。PAN の実施機関は自然

資源・環境・観光省であるが、科学的なアプローチによるサンゴ礁保全は実質的に PICRC

に多くのことを頼らざるを得ない状況といえる。このような環境のなか、本プロジェクト

の実施は時宜を得た協力であると考えられる。 

 

6-2 海洋保護区モニタリング手順開発の意義 
世界では、地域的な枠組みとイニシアティブでサンゴ礁保全に取り組む動きが活発化し

ており、カリブ諸国や東南アジア諸国での取り組みに加え、ミクロネシア地域における MC

はその代表的なものである。MC 等の地域的イニシアティブを推進するためには、サンゴ礁

資源の利害関係者を巻き込んだ参加型保全手法と、効果を正しく測定するための科学的ア

プローチの必要性が認識されている。パラオでは、村落のチーフによる伝統的な資源管理

と、州政府および NGO による参加型管理の多くの実践例が報告されており、これら海洋保

護区のすべてが PAN に指定された場合、MC 目標値の近海域 30％を達成すると考えられて

いる。一方、PICRC や米国の国際 NGO である TNC によると、科学的にデータを収集分析

している機関は世界各地に存在するものの、海洋保護区モニタリング手順について標準化

されたものはないという。 
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本プロジェクトにより期待される成果の一つが、海洋保護区の標準的モニタリング手順

の開発である。できるだけ実践的な科学的モニタリング手順を開発することで、PAN およ

び MC に貢献しようとするものであり、ひいては世界標準の設定にも寄与する可能性が考

えられる。 

 

6-3 PICRC の自立発展性 
PICRC は、限られた人員と予算で、水族館施設を含むセンターの運営と研究・教育等に

関する活動を続けてきている。本調査での印象は、国家予算や外部財源の確保ならびに

PICRC の健全な運営に、理事会役員と職員が一体となって取り組んでいた。また、サンゴ

礁保全に関し諸外国の研究機関および国内の関連機関との連携も適切にとられており、プ

ロジェクトベースの期間限定ではあるが、外国機関や NGO への協力を通じて一部の研究・

教育活動は実施されている。今後、PICRC の国際的認知度がさらに高まるにつれ、このよ

うな協力活動が増加することが期待される。また、水族館の入館料、土産店の売上、施設・

機材のレンタル料徴収等で収入確保に努力している様子もうかがえた。 

水族館については、電気代や人件費を水族館目的だけに限って算出することは困難であ

るといえるが、台湾や韓国からの団体客、日本人や欧米人の小グループの訪問を観察する

ことができ、水族館が PICRC の貴重な収入源になっているとともに、環境教育の場を地元

の人ばかりか観光客に対しても提供していることが確認できた。機材に関しては、ポンプ

類等の新規代替とスペアパーツ類の調達必要性が指摘され、プロジェクトによる供与可能

性が打診された。現時点での PICRC の自助努力による予算確保の可能性は低く、海洋保護

区のさらなる教育啓発の観点から、プロジェクトによる機材供与を検討する必要があると

思われる。 
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